
営繕工事における遠隔臨場の試行に関する取扱いについて 

 

令和３年７月１日  

県土整備部営繕課   

 

営繕工事における遠隔臨場について、「営繕工事における遠隔臨場の試行要領」（令和３

年７月１日）を定めたところですが、試行に関する取扱いについて下記のとおりとします。 

 

１ 試行に係る費用の積算 

試行に係る費用については、最終の設計変更時に現場管理費に積上げ計上する。 

機器の手配は基本的にリースとし、その賃料を計上することとするが、やむを得ず購

入せざるを得ない機器がある場合は、その購入費に、機器の耐用年数に対する使用期間

割合を乗じた分を計上することとする。また、受注者が所持する機器を使用する場合も、

基本的には同様の考え方とする。 

※ 耐用年数は、下記の国税庁 HP を参照 

例）ｶﾒﾗ、ﾈｯﾄﾜｰｸｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ：5 年 

ﾊﾌﾞ、ﾙｰﾀｰ、ﾘﾋﾟｰﾀｰ、LAN ﾎﾞｰﾄﾞ：10 年 

https://www.keisan.nta.go.jp/h30yokuaru/aoiroshinkoku/hitsuyokeihi/genkash

okyakuhi/taiyonensuhyo.html 

〈費用のイメージ〉 

① 撮影機器、モニター機器の賃料（又は損料） 

② 撮影機器の設置費（移設費） 

③ 通信費 

④ その他（ライセンス代、使用料等） 

〈留意点〉 

・ 従来の立会い等に要する費用は、共通仮設費として率計上されているため、本試

行にあたっては、従来の費用から追加で必要となる費用を計上すること。 

なお、費用の計上は、受注者から見積もりを徴収し、対応すること。 

・ 受注者が汎用している既存のモバイル端末（スマートフォン、タブレット端末等）

を用いて、無料のアプリケーションソフト等のみを利用して試行した場合について

は、通信費のみで、通常利用分と遠隔臨場利用分のすみ分けが困難であることから、

費用計上の対象としない。ウェアラブルカメラ等（モバイル端末含む。）の機器を、

遠隔臨場のために受注者が準備して試行した場合に、設計変更にて積上げ計上する。 

 

２ 試行の実施について 

受注者は、工事契約後に遠隔臨場を実施するか否かを判断し、別添１を参考に打合せ

記録により発注者と協議を行い、実施の可否を決定するものとする。 

実施する場合は、打合せ記録に遠隔臨場の実施方法（使用する機器やアプリケーショ

ンソフト等）を記載又は資料を添付し、前項により費用を積上げ計上する必要があると

判断される場合は、協議時点で想定される概算の見積も添付するものとする。 



なお、費用を積上げ計上する必要がある場合は、発注者が別添２を参考に、監督員指

示書により指示するものとする。 

 

３ その他 

受注者から提出される打合せ記録には、遠隔臨場をどの項目で実施したか分かるよう

に、確認者の記入欄に、「臨場」、「机上」、「遠隔臨場」等区別して記入すること。 

 



様式第４号

打合せ記録

 工事名称

 発  議  者 □ 発注者 ■ 受注者

 日  時 令和 年 月 日 ( )
 打合場所

 協議者

（発議者）

（質疑） （回答）
【例１】（実施する場合）

【例２】（実施しない場合）に対する回答例

実施しない旨、了解しました。

【例１】（実施する場合）に対する回答例

実施について、了解しました。

設計変更について、別途指示します。（費用計上が必要な場合）

本工事においては、「遠隔臨場」の試行は実施いたしません。

※資料の添付でも可。

※協議時点で想定される概算の見積も添付する。（費用計上が必要な場合）

また、設計変更について協議します。（費用計上が必要な場合）

【例２】（実施しない場合）

本工事においては、下記（別添）の機器等を用いて、

「遠隔臨場」の試行を実施したいと考えております。

・機器名：（ウェアラブルカメラ等の機器名）

・ソフト名：（アプリケーションソフト等の名称）

※その他遠隔臨場を実施するために使用するものを記載する。

主 任
監督員

現場
代理人

主任
技術者

記録者
総 括
監督員

別添１



課長 課員

工 着工

期 竣工

※上記内容については、後日設計変更の対象とする。

監督員

現場代理人 職氏名

監 督 員 指 示 書

工 事 名 称

工 事 場 所

室長

　○○年度○○○○○○○工事

　○○○市○○○

課長補佐
担当
ﾘｰﾀﾞｰ

指 示 事 項

　○○　○○　様

（※協議時に提出された概算の見積により変更増額を試算する。）

実施することとし、実施に伴う費用については、設計変更の対象とする。

  工事打合簿により協議のあった遠隔臨場については、試行要領に基づき

現 場 代 理 人
受 領 印

株式会社○○○○○

○○　○○

別添２


